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(証券コード 7711) 
平成 30年 12月４日 

 
株 主 各 位 
 

茨城県日立市滑川本町三丁目 19 番５号 
 

（本社事務所 茨城県高萩市上手綱3333－23） 
 

助川電気工業株式会社 
代表取締役社長 小 瀧   理 
 

第81期 定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第81期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席下さいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年12月19日(水曜日)午後５時

までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 
 

１． 日 時 平成30年12月20日（木曜日）午前10時30分 

２． 場 所 茨城県日立市幸町一丁目21番２号 

日立商工会議所会館 ４階 ドームホール 

３．会議の目的事項 

 報 告 事 項 第81期（自平成29年10月１日 至平成30年９月30日） 

事業報告及び計算書類報告の件 

   決 議 事 項 

 第１号議案 

第２号議案 

 剰余金の処分の件 

資本準備金の額の減少の件 

 第３号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く｡）６名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいま

すようお願い申し上げます。 

なお、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト(http://www.sukegawadenki.co.jp/)に掲載させていただきます。 
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(添 付 書 類) 
 

事 業 報 告 

(自 平成29年10月１日 
至 平成30年９月30日 ) 

 

１．会社の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及び成果 

当事業年度は、当社のコア技術を生かし、シース型の熱電対・ヒーター・

信号ケーブル等の製品を、火力発電、半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置及び

各種プラント等広範囲にわたり拡販すること、並びに電磁ポンプを軸とする

各種溶融金属機器の充実を図ることに注力してまいりました。 

この結果、売上高は前年同期比4.2％増の46億７百万円となり、利益面に

おきましても、受注内容の変化に対応した生産体制の最適化を図った結果、

営業利益は前年同期比34.3％増の４億６千８百万円、経常利益は前年同期比

33.7％増の４億７千３百万円となりました。当期純利益につきましては、過

年度に納入いたしました原子力のシビアアクシデント対策用特殊ヒーターの

不適合により、損害賠償金、製品不適合対策費が発生しましたが、損害賠償

金の全額及び製品不適合対策費の一部について受取保険金を計上したため損

益に与える影響は３千９百万円にとどまり前年同期比786.9％増の２億９千

７百万円となりました。なお、本件につきましては他の製品への波及はなく、

全ての対応も９月までに完了しております。 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。 

（エネルギー関連） 

 エネルギー関連事業につきましては、原子力関連製品及び火力発電向け製

品とも低調に推移したことにより、売上高は前年同期比9.2％減の15億４千

万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比25.7％減の２億１千３百万

円となりました。 



〆≠●0 
01_0299901103012.doc 
 11/19/2018 3:33:00 PM印刷 2/13 
 

― 3 ― 

（産業システム関連） 

産業システム関連事業につきましては、本年４月以降、半導体製造装置関

連製品及びＦＰＤ製造装置関連製品の一部において在庫調整等の動きがみら

れたものの、全体的には順調に推移したことにより、売上高は前年同期比

14.2％増の28億８千４百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比

27.9％増の５億７千６百万円となりました。 

 

事業区分別の売上高及び受注高 

事 業 の 区 分 売 上 高 受 注 高 

エ ネ ル ギ ー 関 連 1,540,820千円 1,889,712千円 

産 業 シ ス テ ム 関 連 2,884,333千円 2,833,575千円 

小 計 4,425,154千円 4,723,287千円 

そ の 他  181,882千円 4,268千円 

合 計 4,607,036千円 4,727,556千円 

（注）１．その他のうち飲食店は、一般消費者へ直接販売する飲食事業を行ってお

りますので、受注高には記載しておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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 (2) 対処すべき課題 

 あらゆるモノがネットでつながる「ＩｏＴ」や人工知能（ＡＩ）の普及に伴

い、今後も半導体製造装置関連製品の需要は継続するものと思われます。また、

スマートフォンや大型テレビへの搭載が見込まれる有機ＥＬパネルの製造装置

への投資拡大が期待されるなど、ＦＰＤ製造装置関連製品も引き続き堅調に推

移するものと思われます。しかしながら、トランプ政権の保護貿易主義を巡る

各国との対立による経済への影響が各方面に出ており、当面は調整局面が続く

ものと思われます。 

 一方、従来の核分裂を利用した原子力関連需要につきましては、今後も低調

に推移せざるを得ない状況でありますが、核融合関連において、液体リチウム

等の溶融金属をブランケット材とする研究開発が進むものと思われます。 

 このような状況のもと、前期に引き続き当社のコア技術を生かし、シース型

の熱電対・ヒーター・信号ケーブル等の製品を、火力発電、半導体製造装置や

ＦＰＤ製造装置及び各種プラント等広範囲にわたり拡販すること、並びに電磁

ポンプを軸とする各種溶融金属機器の充実を図り、自動車生産設備向けアルミ

鋳造関連製品及び核融合関連製品等の受注確保に注力してまいります。 

 なお、次期の配当につきましては、中間配当を当期より１円増配の15円とし、

期末配当14円と合わせ、年間配当は１円増配の29円を予定しております。 

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。 
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(3) 設備投資の状況 

当事業年度におきましては、産業システム関連設備を中心に１億７千９百

万円の設備投資を行いました。 

 

(4) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

 (5) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 (6) 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

(7) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義

務の承継の状況 

該当事項はありません。 

 

(8) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分

の状況 

該当事項はありません。 

 
 (9) 財産及び損益の状況 
   

期 第 78 期 第 79 期 第 80 期 第81期(当事業年度) 

期間 
区分 

平成26年10月～ 
平成27年９月 

平成27年10月～ 
平成28年９月 

平成28年10月～ 
平成29年９月 

平成29年10月～ 
平成30年９月 

売 上 高 4,272,957千円 4,499,677千円 4,419,554千円 4,607,036千円 

経 常 利 益 334,389千円 319,364千円 354,385千円 473,979千円 

当 期 純 利 益 209,012千円 205,521千円 33,581千円 297,817千円 

１株当たり当期純利益 33円05銭 33円40銭 5円55銭 50円75銭 

純 資 産 3,787,666千円 3,662,748千円 3,467,542千円 3,591,714千円 

総 資 産 6,292,798千円 6,331,266千円 6,461,401千円 6,581,313千円 

  



〆≠●0 
01_0299901103012.doc 
 11/19/2018 3:33:00 PM印刷 5/13 
 

― 6 ― 

(10) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はありません。 

  ② 子会社の状況 

    該当事項はありません。 

 

 (11) 主要な事業内容 

当社は、電気機械器具、精密機械器具、飲食店の経営並びに健康補助食品

の製造、販売を主な事業とし、これら製品に付帯する設備工事等これに関連

する事業を営んでおります。当社の事業内容は次のとおりであります。 

  ① エネルギー関連 

主要な製品は、原子力・火力発電所の温度制御関係及び研究機関の安全

性確証試験装置に使用されております。 

  ② 産業システム関連 

主要な製品は、鉄鋼・自動車・半導体・ＦＰＤ等の製造装置の「熱と計

測」に関する部分に広く使用されております。 

  ③ その他 

飲食店の経営及び健康補助食品の製造、販売を行っております。 
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 (12) 主要な営業所及び工場 
本社事務所 
高 萩 工 場 

 
滑 川 工 場 茨城県日立市滑川本町３－19－５ 

東 京 支 店 東京都千代田区内神田３－16－９(松浦ビル) 

大阪営業所 大阪府大阪市北区南森町１－１－25(八千代ビル南館) 

広島営業所 広島県広島市東区光町１－９－28(第一寺岡ビル) 

つくばオフィス 茨城県つくば市千現２－１－６(つくば研究支援センター 

Ｃ－Ａ－９) 

 

 (13) 従業員の状況 
 
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

    204名 

   （73名） 

  ５名増 

  （４名増） 
  43.9歳        20.0年 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数の欄の（外数）は、臨時従業員の年間平均雇用人員数であります。 

 

 (14) 主要な借入先 
 

借    入    先 借    入    額 

株 式 会 社 常 陽 銀 行        688,716千円 

 

 (15) その他会社の現況に関する重要な事項 
 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県高萩市上手綱 3333－23 
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２．会社の状況に関する事項 

 (1) 株式に関する事項 

  ① 発行可能株式総数 

  ② 発行済株式総数 

16,800,000株

6,710,000株

  ③ 株主数 2,558名

  ④ 大株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

株式会社ドウメキエンタープライズ 839,000株 14.29％ 

百 目 鬼  孝  一 573,140株 9.76％ 

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 357,850株 6.09％ 

株 式 会 社 常 陽 銀 行 293,000株 4.99％ 

茂 角 広 子 153,941株 2.62％ 

小 瀧  理 103,800株 1.76％ 

海 藤 美 好 100,000株 1.70％ 

助 川 電 気 工 業 従 業 員 持 株 会 94,069株 1.60％ 

祭 本 晃 代 75,000株 1.27％ 

上 田 は な え 64,000株 1.09％ 

(注) 持株比率は自己株式(841,477株)を控除して計算しております。 
  
  ⑤ その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

(2) 新株予約権に関する事項 
該当事項はありません。 
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 (3) 会社役員に関する事項 
  ① 取締役の氏名等 

地  位 氏    名 担   当 重要な兼職の状況 

取締役会長 百目鬼 孝 一   

代表取締役 
取締役社長 

小 瀧  理 営業本部長  

取 締 役 久保木 孝 和 
製造本部長兼第１製造
部長兼品質管理部担当 

 

取 締 役 櫻 井 辰 男 
技術本部長兼熱計装設
計部長 

 

取 締 役 新 妻   聡 
製造本部副本部長兼第
２製造部長 

 

取 締 役 高 橋 光 俊 
技術本部副本部長兼装
置第１設計部長 

 

取 締 役 
(監査等委員) 

小須田 邦 光   

社外取締役 
(監査等委員) 

金 澤 純 一  
金澤純一税理士事
務所 所長 

社外取締役 
(監査等委員) 

小 野 修一郎  
小野修一郎税理士
事務所 所長 

（注）１．監査等委員 金澤純一氏及び小野修一郎氏は、税理士の資格を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

２．当社は、社外取締役 金澤純一氏及び小野修一郎氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

３．取締役 櫻井辰男氏、新妻聡氏及び高橋光俊氏は、平成29年12月21日開催の

第80期定時株主総会において、新たに選任され就任いたしました。 

４．佐藤一雄氏、三浦邦明氏及び岡田忍氏は、平成29年12月21日開催の第80期定

時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたしました。 

５．当社は、監査等委員会の職務を補助する常勤の内部監査担当者を配置してい

るため、常勤の監査等委員を選定しておりません。 

 

 ② 取締役の報酬等の額 

区     分 人 数 支 給 額 

取締役（監査等委員を除く) ９名 172,123千円 

取締役（監査等委員) 
（うち社外取締役） 

３名 
（２名） 

7,350千円 
（4,540千円） 

合     計 12名 179,473千円 

（注）１．報酬限度額は、平成27年12月16日開催の第78期定時株主総会において、取締

役（監査等委員を除く）は月額15,000千円以内、取締役（監査等委員）は月額

2,000千円以内と決議いただいております。 

２．上記の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額      

23,434千円（取締役（監査等委員を除く）23,134千円、取締役（監査等委員）

300千円）を含んでおります。 

３．平成29年12月21日開催の第80期定時株主総会の決議に基づき、退職慰労金を

退任取締役３名に対し45,969千円支給しており、上記に含んでおります。 
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(4) 社外役員に関する事項 
① 重要な兼職先と当社との関係 

取締役（監査等委員）金澤純一氏は、金澤純一税理士事務所の所長を兼

務しておりますが、当社と同事務所との間には重要な関係はありません。 

取締役（監査等委員）小野修一郎氏は、小野修一郎税理士事務所の所長

を兼務しておりますが、当社と同事務所との間には重要な関係はありませ

ん。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 

取締役（監査等委員）金澤純一氏は、当事業年度に開催された取締役会

及び監査等委員会の全てに出席し、税理士としての専門的見地から、議案

審議等に必要な発言を適宜行いました。 

取締役（監査等委員）小野修一郎氏は、当事業年度に開催された取締役

会及び監査等委員会の全てに出席し、税理士としての専門的見地から、議

案審議等に必要な発言を適宜行いました。 
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(5) 会計監査人の状況 
  ① 会計監査人の名称 

興亜監査法人 

   

② 報酬等の額 

 支 給 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 10,500千円 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 

10,500千円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも

区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。 

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、会計監査人が提出した監査計画の内容、会計監査の職務

遂行状況及び報酬の算出根拠等を精査したうえで、当該会計監査人の報酬等に

ついて妥当であると判断し、同意しております。 

   

③ 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

   

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人の職務遂行に支障がある場合等その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定

し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたしま

す。 

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監

査人を解任いたします。 
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３．会社の体制及び方針 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

取締役は、定期的又は必要に応じて随時開催する取締役会において、職

務執行の状況を報告するとともに、相互にその職務執行を監督します。ま

た、社外取締役を含む各監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出

席するほか、業務執行状況の調査等を通じて、取締役会の職務執行につい

て監査します。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会議事録、稟議決裁書類等の取締役の職務執行に係る情報につい

ては、文書又は電磁的媒体に記録し、文書管理規程等の社内規則に基づき、

適切かつ確実に保存及び管理します。また、取締役、監査等委員又は内部

監査部門がこれらの文書等の閲覧を要請した場合には、直ちに提出できる

体制とします。 

 

③  損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

各担当部署において、必要な諸規程、教育訓練制度の整備を行い、リス

ク要因に関する管理を行います。 

なお、組織横断的リスク状況の監視及び全体的な対応は管理部が行うも

のとし、新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責

任者となる取締役を定めます。 

 

④  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

毎年策定される年度計画に基づき各取締役が目標達成のための活動を行

います。また、経営目標が予定どおりに進捗しているか、その実績を月次

単位で管理することにより、定期的に検証を行います。 

日常の職務の執行に際しては、取締役の担当業務を明確化させるととも

に、定期的に開催する常務会を通じ、情報共有を行い、迅速な意思決定と

効率的な職務執行を実施します。 
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⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

各種法令遵守の啓蒙・教育活動の継続的実施により、法令遵守への理解

と意識を常に高めるよう努めます。 

 

⑥  監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関

する事項 

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

は、早期に体制を整備し、必要な人員を配置します。また、監査等委員会

の職務を補助すべき使用人は、業務執行上の指揮命令系統には属さずに監

査等委員会の指揮命令に従うこととし、当該使用人の任命、異動、評価等

に関しては、監査等委員会の事前の同意を得た上で決定するものとします。 

 

⑦  取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査

等委員会への報告に関する体制 

監査等委員が、重要な意思決定のプロセスや業務執行の状況を詳細に把

握するため、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、稟議決裁書類

その他の業務執行に関する文書等をいつでも閲覧し、必要に応じて取締役

及び使用人にその職務執行の状況報告を求めることができる体制とします。 

取締役及び使用人は、監査等委員又は監査等委員会に対して、法定の事

項に加えて、当社の経営に重要な影響を及ぼすおそれのある事実、内部監

査の実施状況並びに監査の必要上において報告を求められた職務執行の状

況について、速やかに報告する体制とします。なお、監査等委員又は監査

等委員会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたこと

を理由として、不利な取り扱いを行わないものとします。 

監査等委員が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めた場合に

は、これに応じるものとします。 

 

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制 

監査等委員が、代表取締役、会計監査人、内部監査部門と定期的に意見

交換の機会を持ち、監査上の意見及び情報の交換を行うことにより監査の

実効性を確保できる体制とします。 
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

① コンプライアンスに関する取り組み 

当社は、経営理念の浸透とコンプライアンス意識の向上を図るため、役

職員全員を対象に研修を行っております。また、各部門の管理監督者で構

成する委員会を定期的に開催し、コンプライアンス体制の強化を図ってお

ります。 

 

② リスク管理体制に関する取り組み 

取締役、監査等委員並びに各部門の管理者の連携を強化し、当社で対応

すべきリスクの評価、当該リスクへの対応策、当該対応策の進捗状況の点

検を行っております。また、リスクが発生した場合の再発防止に関する検

討を行っております。 

個別取引、資金管理等を含めた財務報告に関するリスクについては、内

部監査部門による内部統制評価の整備と運用の評価を行っております。 

 

③ 業務執行の適正確保及び効率性に関する取り組み 

取締役会において法令及び定款で定められた事項並びにその他の事項に

関して報告を密に行うことにより、取締役相互の職務執行に関する監督を

行っております。決議された業務執行に関する重要な事項については、各

部門管理者と詳細な検討を行い、効率的な業務執行を行っております。 

 

④ 内部監査の取り組み 

内部監査年間計画に基づき、内部監査を実施しております。その結果は、

取締役及び監査等委員に報告しております。 

 

⑤ 監査等委員への情報共有の取り組み 

監査等委員は、取締役の職務執行の妥当性や適正性を確認するため、取

締役会その他会議への出席、事業所への往査を行うとともに、代表取締役

より意見の聴取を行っております。 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成30年９月30日現在） 
（単位：千円） 

科       目 金   額  科       目 金   額 
 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 及 び 運 搬 具 

工 具 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

保 険 積 立 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 
 

4,007,002 

1,103,533 

116,993 

321,230 

1,335,088 

213,212 

353,170 

497,387 

10,905 

49,398 

6,082 

2,574,310 

1,774,098 

596,538 

33,022 

251,126 

126 

18,749 

854,844 

8,144 

11,546 

36,154 

29,919 

6,234 

764,057 

401,065 

90 

97,000 

7,634 

98,881 

139,199 

20,186 

  （負 債 の 部） 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
電 子 記 録 債 務 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
設 備 関 係 支 払 手 形 

固 定 負 債 
社 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

 
 

1,819,219 
239,650 
192,730 
243,759 
640,000 
25,336 
7,664 
65,381 
177,495 
90,204 
31,391 
17,609 
1,859 
76,967 
9,169 

1,170,379 
600,000 
23,380 
1,131 

205,537 
331,875 
8,100 

355 

 負 債 合 計 2,989,599 

 （純資産の部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

3,543,979 

921,100 

1,164,309 

1,164,236 

73 

1,969,221 

138,000 

1,831,221 

1,350,000 

481,221 

△ 510,651 

47,735 

47,735 

 純 資 産 合 計 3,591,714 

資 産 合 計 6,581,313  負債及び純資産合計 6,581,313 
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損 益 計 算 書 
 

(自 平成29年10月１日 
至 平成30年９月30日 ) 

（単位：千円） 

科           目 金         額 

売 上 高  4,607,036 

売 上 原 価  3,376,823 

売 上 総 利 益  1,230,212 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  761,553 

営 業 利 益  468,659 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 2,748  

有 価 証 券 利 息 1,170  

受 取 配 当 金 6,577  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,593  

固 定 資 産 賃 貸 料 2,439  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,579  

そ の 他 7,616 28,724 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 10,267  

社 債 利 息 2,338  

社 債 発 行 費 7,900  

そ の 他 2,896 23,403 

経 常 利 益  473,979 

特 別 利 益   

受 取 保 険 金 291,173 291,173 

特 別 損 失   

損 害 賠 償 金 281,173  

製 品 不 適 合 対 策 費 49,086 330,260 

税 引 前 当 期 純 利 益  434,892 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  117,459 

法 人 税 等 調 整 額  19,616 

当 期 純 利 益  297,817 
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株主資本等変動計算書 
 

(自 平成29年10月１日 
至 平成30年９月30日 ) 

（単位：千円） 

 

株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 利 益     

自 己 株 式 の 取 得     

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

    

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 

 
（単位：千円） 

 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 138,000 1,350,000 347,723 1,835,723 △510,578 3,410,554 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当   △164,319 △164,319  △164,319 

当 期 純 利 益   297,817 297,817  297,817 

自 己 株 式 の 取 得     △72 △72 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

      

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 133,497 133,497 △72 133,424 

当 期 末 残 高 138,000 1,350,000 481,221 1,969,221 △510,651 3,543,979 

 



〆≠●0 
02_0299901103012.doc 
 11/19/2018 3:34:00 PM印刷 4/17 
 

― 18 ― 

（単位：千円） 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 56,988 56,988 3,467,542 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △ 164,319 

当 期 純 利 益   297,817 

自 己 株 式 の 取 得   △ 72 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

△ 9,253 △ 9,253 △ 9,253 

当 期 変 動 額 合 計 △ 9,253 △ 9,253 124,171 

当 期 末 残 高 47,735 47,735 3,591,714 
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個別注記表 
重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品

については、複合金融商品全体を時価評価し評価差額は損益に反映しており

ます。 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価の基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 製品、仕掛品 

個別法に基づく原価法 

② 半製品、原材料、貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については、定額法を採用しております。なお、平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物、構築物     10～47年 

機械及び装置     ４～７年 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によってお

ります。 
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(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

② 賞与引当金 

    従業員賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産に基づき計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上

しております。 

(5) 収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。 

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

    税抜方式を採用しております。 
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貸借対照表に関する注記 
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,058,068千円

(2) 担保に供している資産 

 建物 481,160千円

 機械及び装置 0千円

 土地 581,604千円

 借地権 26,081千円

 合計 1,088,847千円

 

 上記に対応する債務 

 社債 600,000千円

 短期借入金 640,000千円

 １年以内返済長期借入金 25,336千円

 長期借入金 23,380千円

 合計 1,288,716千円

 
株主資本等変動計算書に関する注記 
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数      普通株式 6,710,000株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の数       普通株式 841,477株

(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

①  配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成29年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 82,160 14 平成29年９月30日 平成29年12月22日 

平成30年５月９日 

取締役会決議 
普通株式 82,159 14 平成30年３月31日 平成30年６月８日 

 
②  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

決議 株式の種類 
配 当 

の原資 

配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成30年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 82,159 14 平成30年９月30日 平成30年12月21日 

 
(4) 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数 

   該当事項はありません。 
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税効果会計に関する注記 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

  退職給付引当金 62,606千円

  役員退職慰労引当金 101,089千円

  賞与引当金 23,444千円

  賞与未払社会保険料 3,678千円

  固定資産 5,167千円

  ゴルフ会員権評価損 222千円

  一括償却資産 879千円

  未払事業税 6,424千円

  電話加入権 1,097千円

  減損損失 35,150千円

  在庫評価減 12,317千円

  資産除去債務 2,467千円

  その他 3,443千円

 繰延税金資産小計 257,988千円

  評価性引当額 △36,470千円

 繰延税金資産合計 221,518千円

  

 繰延税金負債 

  保険積立金 △12,011千円

  その他有価証券評価差額金 △20,909千円

 繰延税金負債合計 △32,920千円

 繰延税金資産純額 188,597千円
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金融商品に関する注記 
(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、主に電気機械器具・精密機械器具の製造販売事業を行うための設備投資

計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入及び社債の発行)を調達しております。

一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借

入により調達しております。投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。また、投資有価証券は、取引先企業との業務に関連する株式、又は、

投資信託等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。なお、デリバティ

ブが組込まれた金融商品等の投資有価証券は、対象株価指数の変動リスクに晒され

ております。 

取引先企業等に対して長期貸付を行っております。 

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、５か月以内の支払期日で

あります。借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であり、償還日は決算日後、最長で５年以内であります。 

資金は固定金利により調達し、金利リスクを回避しております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

(ｱ) 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、営業本部及

び管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。 

当事業年度の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される

金融資産の貸借対照表価額により表わされています。 

(ｲ) 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

当社の外貨建て営業債権は僅少であるため、為替の変動リスクも僅少でありま

す。また、当社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを回避するため

に、長期資金は固定金利を利用しております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)等の財務状況を

把握するとともに、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。 

(ｳ) 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の

管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性を売上高の１か月分超に維持することなどにより、流動

性リスクを管理しております。 
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。 

⑤ 信用リスクの集中 

当事業年度の決算日現在の営業債権における特定の顧客に対する集中はありませ

ん。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成30年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。 

   (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,103,533 1,103,533 ― 

(2) 受取手形 116,993 116,993 ― 

(3) 電子記録債権 321,230 321,230 ― 

(4) 売掛金 1,335,088 1,335,088 ― 

(5) 投資有価証券（※） 345,343 345,343 ― 

(6) 長期貸付金 97,000 98,128 1,128 

資産計 3,319,189 3,320,318 1,128 

(1) 支払手形 239,650 239,650 ― 

(2) 電子記録債務 192,730 192,730 ― 

(3) 買掛金 243,759 243,759 ― 

(4) 短期借入金 640,000 640,000 ― 

(5) 社債 600,000 600,400 400 

(6) 長期借入金 48,716 48,803 87 

負債計 1,964,857 1,965,345 488 

(※) 組込デリバティブの時価を合理的に区分して測定することができない複合金融商品

が含まれております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 電子記録債権、(4) 売掛金 

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(5) 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託等は

公表されている基準価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(6) 長期貸付金 

当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の

信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標

に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割

引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しており

ます。 
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負債 

(1) 支払手形、(2) 電子記録債務、(3) 買掛金、(4) 短期借入金 

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(5) 社債 

社債の時価については、元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

なお、長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されないデリバティブ取引 

 (単位：千円) 

区分 種類 契約額等 
契約金額等の 

うち１年超 
時価 評価損益 

市場取引以外 複合金融商品 30,000 30,000 29,547 △452 

(注) １ 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された時価等に基づき算定して

おります。 

２ 組込デリバティブについて、時価の算定を合理的に区分して測定できないた

め、当該複合金融商品全体を時価評価し評価差額を損益に計上しております。 

３ 複合金融商品の契約額等には、額面金額を記載しております。 

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 (単位：千円) 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 55,722 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「資産(5)投資有価証券」には含めておりません。 

 
持分法損益等に関する注記 

該当事項はありません。 
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関連当事者との取引に関する注記 

当社と関連当事者の取引 

役員及び主要株主等 

種 類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（千円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を有し

ている会社 

㈱ドウメキ 

エンタープラ

イズ 

茨城県 

日立市 
100,000 資産管理会社 

直接 

(14.2) 
役員の兼任 

貸付金 ― 
長期 

貸付金 
97,000 

受取 

利息 
2,420 

前受 

収益 
1,148 

(注) １ 役員及びその近親者が議決権の100％を保有しております。 

   ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

貸付金については、当社株式839千株を担保として受け入れており、金利は当

社の調達金利を基準として決定しております。なお、取引金額、期末残高には

消費税等は含まれておりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 
(1) １株当たり純資産額 612円03銭

(2) １株当たり当期純利益 50円75銭

 
重要な後発事象に関する注記 

資本準備金の額の減少及び自己株式の消却 

当社は、平成30年11月８日開催の取締役会において、平成30年12月20日開催予定の第

81期定時株主総会に、「資本準備金の額の減少の件」を付議することを決議いたしまし

た。また、本議案が承認可決されることを条件として、会社法第178条の規定に基づき、

自己株式を消却することを決議いたしました。 

① 本件の目的 

平成30年９月30日現在当社が保有する自己株式の一部を消却することにより、資

本効率の向上及び発行済株式の総数の減少を通じて株主利益の増大を図ることを目

的としております。自己株式の消却にあたっては、その他資本剰余金からの振替と

なるため、資本準備金の額の減少を行うものであります。 

② 資本準備金の額の減少の要領 

(ｱ) 減少する資本準備金の額 

資本準備金の額1,164,236,000円を511,000,000円減少して、653,236,000円

といたします。 

(ｲ) 資本準備金の額の減少の方法 

資本準備金減少額の全額をその他資本剰余金に振り替えることといたします。 

③ 資本準備金の額の減少の日程 

(ｱ) 取締役会決議日 平成30年11月８日 

(ｲ) 債権者異議申述公告 平成30年11月16日 

(ｳ) 債権者異議申述最終期日 平成30年12月17日（予定） 

(ｴ) 定時株主総会決議日 平成30年12月20日（予定） 
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(ｵ) 効力発生日 平成30年12月20日（予定） 

④ 自己株式の消却の要領 

(ｱ) 消却する株式の種類 当社普通株式 

(ｲ) 消却する株式の総数 840,000株（消却前の発行済株式総

数に対する割合12.52％） 

(ｳ) 消却日 平成30年12月20日（予定） 

⑤ 今後の見通し 

資本準備金の額の減少は、純資産の部における勘定科目間の振替処理であり、当

社の純資産額の変動はなく、業績に与える影響はありません。なお、自己株式の消

却につきましては、平成30年12月20日開催予定の第81期定時株主総会において、

「資本準備金の額の減少の件」が承認可決されることを条件に行うものといたしま

す。 

（ご参考） 

消却後の発行済株式総数 5,870,000株 

消却後の自己株式総数（見込み※） 1,477株 

※上記見込みは、平成30年９月30日現在の自己株式数を基準に算出しておりま

す。 

 
その他の注記 

該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

 
平成30年11月12日 

助川電気工業株式会社 

取 締 役 会 御 中 

興 亜 監 査 法 人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 柿 原 佳 孝 ㊞ 
 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 芝   康 治 ㊞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

以 上 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、助川電気工業株式会社の平成29
年10月１日から平成30年９月30日までの第81期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。 

計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

強調事項 
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成30年11月８日開催の取

締役会において、平成30年12月20日開催予定の第81期定時株主総会に、｢資本準備金の額の減少
の件」を付議することを決議し、本議案が承認可決されることを条件として、会社法第178条の
規定に基づき、自己株式を消却することを決議している。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 
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監査等委員会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書 

 

当監査等委員会は、平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第81期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果

につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に

関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部

統制システム)について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも

に、下記の方法で監査を実施しました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統

制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査しました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規

則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年

10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書について検討いたしました。 

 

２. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 



〆≠●0 
02_0299901103012.doc 
 11/19/2018 3:34:00 PM印刷 17/17 
 

― 31 ― 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成30年11月13日 
 

               助川電気工業株式会社 監査等委員会 

監査等委員 小須田 邦 光 ㊞ 

 監査等委員 金 澤 純 一 ㊞ 

 監査等委員 小 野 修一郎 ㊞ 

  
(注) 監査等委員金澤純一及び小野修一郎は、会社法第２条第15号及び第331条

第６項に規定する社外取締役であります。 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 
 第１号議案 剰余金の処分の件 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題の一つとして位置

づけており、毎期の業績、財政状態を勘案しつつ、優先的に安定した配

当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

上記の方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおりと

させていただきたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

金銭といたします。 

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき       14円 

配当金支払総額     82,159,322円 

これにより、中間配当金(１株につき14円)と合わせまして、年

間配当金は１株につき28円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年12月21日 
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 第２号議案 資本準備金の額の減少の件 

当社が保有する自己株式の消却原資とするため、会社法第448条第１項

の規定に基づき、資本準備金の額の減少を行い、その全額をその他資本

剰余金に振り替えさせていただきたいと存じます。 

１．資本準備金の額の減少の要領 

(1) 減少する資本準備金の額 

資本準備金の額1,164,236,000円を511,000,000円減少して、

653,236,000円といたします。 

(2) 資本準備金の額の減少方法 

資本準備金減少額の全額をその他資本剰余金に振り替えること

といたします。 

２．資本準備金の額の減少が効力を生じる日 

平成30年12月20日 
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 第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く｡)６名選任の件 

取締役(監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同

じ。)全員(６名)は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役６名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社の株式数 

１ 百目鬼
ど う め き

 孝
こう

 一
いち

 
(昭和22年３月13日生) 

昭和47年８月 当社入社 

昭和55年７月 同 企画部長 

昭和56年11月 同 取締役 

昭和60年12月 同 取締役副社長 

昭和63年12月 同 代表取締役社長 

平成27年12月 同 取締役会長（現任） 

573,140株 

２ 小
こ

 瀧
たき

   理
おさむ

 
(昭和30年12月12日生) 

昭和54年４月 当社入社 

平成17年10月 同 管理部長 

平成19年12月 同 取締役管理部長 

平成21年７月 同 取締役管理本部長兼総務

部長 

平成25年12月 同 常務取締役管理本部長兼

総務部長 

平成26年10月 同 常務取締役営業本部長兼

総務部長 

平成27年12月 同 代表取締役社長兼営業本

部長（現任） 

103,800株 

３ 久保木
く ぼ き

 孝
たか

 和
かず

 
(昭和30年11月９日生) 

昭和53年４月 当社入社 

平成17年10月 同 品質管理部長 

平成24年３月 同 第１製造部長 

平成25年８月 同 製造本部長兼第１製造部長 

平成25年12月 同 取締役製造本部長兼第１

製造部長 

平成27年12月 同 取締役製造本部長兼第１

製造部長兼品質管理部担当

（現任） 

28,500株 

４ 櫻
さくら

 井
い

 辰
たつ

 男
お

 
(昭和27年３月11日生) 

昭和50年４月 当社入社 

平成13年10月 同 製造本部第２製造部長 

平成17年10月 同 製造本部長 

平成17年12月 同 取締役製造本部長 

平成24年４月 同 品質管理部長（取締役辞任) 

平成26年６月 同 技術本部装置設計部長 

平成28年８月 同 技術本部副本部長 

平成29年９月 同 技術本部長兼熱計装設計

部長 

平成29年12月 同 取締役技術本部長兼熱計

装設計部長（現任） 

9,800株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社の株式数 

５ 新
にい

 妻
つま

   聡
さとし

 
(昭和35年12月14日生) 

昭和58年４月 当社入社 

平成24年３月 同 第２製造部長 

平成25年８月 同 製造本部第２製造部長 

平成29年９月 同 製造本部副本部長兼第２

製造部長 

平成29年12月 同 取締役製造本部副本部長

兼第２製造部長（現任） 

4,200株 

６ 高
たか

 橋
はし

 光
みつ

 俊
とし

 
(昭和43年11月23日生) 

平成元年４月 当社入社 

平成28年８月 同 技術本部装置第１設計部長 

平成29年９月 同 技術本部副本部長兼装置

第１設計部長 

平成29年12月 同 取締役技術本部副本部長

兼装置第１設計部長（現任）

1,000株 

（注）各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
 

以 上 



〆≠●0 
04_0299901103012.doc 
 11/15/2018 2:07:00 PM印刷 1/1 
 

 
株主総会会場ご案内略図 

 
茨城県日立市幸町一丁目21番２号 
 
日立商工会議所会館 ４階 ドームホール 

 

 

 

交通のご案内 

○ＪＲ常磐線日立駅 中央口より徒歩５分 

 

○常磐自動車道日立中央ＩＣより10分 

お車でお越しの方は、朝日生命ビルの隣の駐車場 

(カクタス日立シティパーキング) をご利用願います。 

なお、総会会場受付に駐車料サービス券を用意して 

おりますので、ご利用の方はお申し出下さい。 


